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MEXT 
ABSTRACT 
The purpose of the technical meeting is to discuss on the present state and challenges related to 
economic impact analysis from R&D investment and its application for policy planning by using 
macro-econometrical model. 
In the technical meeting, some presentations were made related to the current status of the data 
collection on each field’s knowledge stock, the outlines and evaluation results of the existing 
macro-econometrical model such as Economic and Fiscal Model used by Cabinet Office, what the 
model should be in order to evaluate the impact from R&D investment, and the status overseas, etc. 
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○ 2008 SNA で R&D の資本化が導入されることが国際的に合意され、日本でも導入していくため
の検討がなされている。 
 































13:00       開場 
13:30       開会 
13:30～13:35  開会挨拶（科学技術政策研究所） 
13:35～13:45  挨拶・「研究開発投資の効果分析に対する期待」（文部科学省政策科学推進室） 
13:45～13:50  本検討会の趣旨（（株）三菱総合研究所） 
13:50～14:00  「研究開発投資の経済的・社会的波及効果に関連する NISTEPの取り組み」 
（科学技術政策研究所） 
  14:00～14:35  講演 1：「経済成長に及ぼす知識ストックの分野別寄与度分析にかかる基礎調査 
 －マクロ経済モデル改訂作業（中間報告）－」（九州大学 教授 永田晃也 氏） 
  14:35～15:05  講演 2：「経済モデルの政策への活用と研究開発投資」 
 （日本経済研究センター 落合 勝昭 氏） 
（休憩：10分） 
15:15～15:45  講演 3：「マクロ経済モデルの政策への応用」 （明治大学 教授 加藤久和 氏） 
15:45～16:00  海外調査報告：「海外における波及効果把握の状況」（三菱総合研究所） 
16:00～17:30  ディスカッション（司会：慶應義塾大学 教授 樋口美雄氏） 
議題①「研究開発の効果を測る方法論とは」 
議題②「今後の検討方法と方向性」 







 －マクロ経済モデル改訂作業（中間報告）－」（九州大学 教授 永田晃也 氏） 
 
本講演中で言及されている知識ストック推定の前提条件及び知識ストックの推定結果は、暫定値で 




























































































































































































 これは、2005 年～2010 年の民間部門の知識ストックの推計結果である（スライド 13）。民間部門では、
2000年代後半を通じて、ほとんどの分野で堅調な増加傾向を示している。一方、公的部門について
は、推定出来る期間が限られ、2007年～2010年となっている（スライド 14）。公的部門の知識ストック















































































































































 内閣府の資料で経済財政モデルの基本的特徴を見ると、内生変数が 2345、外生変数が 1556 とある
が、内生変数内の 2234は定義式であり、実際に推計しているものは 111式である。つまり、財政であ
れば、どこにどのくらいのお金がかかるかを細かく定義していく定義式が多く、推計式はあまり多くない。

































で約 3％の名目成長が見られ、その TFP成長率はバブルの時期（83年の 2月～93年の 10月まで）















































































































































































































 各国のR&Dの資本化の導入予定について（スライド 36）、アメリカでは、2006年に先ほどの第 1回を
行い、2007年の第 2回では、州別、産業別を試算し、2010年に第 3回の試算を行っている。アメリカ
































































































































































































































 FP7の中の資金提供のプログラムの中で、DEMETER(Development of Methods and Tools for 
Evaluation of Research)というプロジェクトがあり、その中で NEMESIS(New Econometric Model 
of Evaluation by Sectoral Interdependency and Supply)というマクロ経済モデルが開発されてい
る。 
 実際にNEMESISがどのように使われているかの事例で、一番代表的であるものは、FP7の経済的
波及効果を追求したものである。2011年の EU Newsを引用したものであるが、FP7で 70億ユーロ
を投入することにより、短期的に 174,000人の雇用が創出され、累計 15年間で約 450,000人の雇用
と約 800ユーロの国内総生産（GDP）の拡大につながる、といった結果を提示している。このように
NEMESISはマクロ経済モデルを活用して、政策の効果をアピールしている。 
 また、経済的危機と R&Dに関する分析もNEMESISを使って行われている。R&D EFFORT 
















































 ヒアリングは、European Commissionの担当者、Dr. Luc Soete(DEMETERプロジェクトにおける






































































































































































































































































































TFP に影響してくるものである。マクロの TFP はそのように産業からの積み上げで考えるべきである










































































































































ると、日本は第 3次産業が低く、製造業が高い。にもかかわらず、雇用などは TFPの低い第 3次産


















ラス、設備投資、政府関投資、これで 200兆円。これの 2.5倍が GDPである。これを財政赤字です
るか、増税でするかで差があるのだが、問題は技術進歩が GDP のプラスの方向へ働くようにする必
要がある。つまり設備投資に寄与し、同時に国際競争力（貿易）にも寄与する、ここに英知を傾ける




































































































































































































































（民間部門） 民 間 知 識 ス ト ッ ク
（公的部門）
（技術輸入）
公 的 知 識 ス ト ッ ク

































































































































































ライフサイエンス 3.73 1.89 5.62 4.76 21.0
情報通信 3.38 1.70 5.08 4.92 20.3
環境 3.57 1.82 5.39 5.15 19.4
物質材料 3.58 1.82 5.40 5.16 19.4
ナノテクノロジー 3.58 1.83 5.41 5.15 19.4
エネルギー 3.57 1.82 5.40 5.17 19.4
宇宙開発 3.37 1.71 5.07 5.14 19.5
海洋開発 3.57 1.82 5.40 5.19 19.3
その他 3.58 1.83 5.41 5.20 19.2































































































ライフサイエンス 4.62 3.6 8.2 8.7 11.5
情報通信 6.88 3.2 10.1 7.1 14.1
環境 6.57 3.1 9.7 8.0 12.5
物質材料 5.31 3.3 8.6 8.6 11.6
ナノテクノロジー 6.57 3.2 9.8 8.3 12.0
エネルギー 5.85 3.4 9.3 9.7 10.4
宇宙開発 11.00 4.4 15.4 11.3 8.9
海洋開発 10.00 0.5 10.5 15.0 6.7
その他 3.96 2.5 6.5 6.1 16.3
















































































































































































































































































































































































人口構造・労働供給 168 0 168 299
マクロ経済 281 49 232 133
財政 1,182 12 1,170 660
社会保障 714 50 664 464










































































































将来予測 実質GDP 潜在GDP 実質GDP 潜在GDP
成長シナリオ
2011-20 3.1% 3.5% 2.1% 2.5%
2021-30 2.8% 3.2% 2.0% 2.4%
慎重シナリオ
2011-20 1.3% 1.6% 0.8% 1.1%
2021-30 1.1% 1.4% 0.8% 1.1%
2000年代延長シナリオ
(労働力人口：慎重）
2011-20 0.3% 0.5% 0.3% 0.5%










































































































































































































































































































































         
     Σ        
                             
19
  ：ｔ期の投資、    ：ｔ期の新規分の総資本ストック
     ：ｔ期の部門ｊにおける、既存資本ストック













































































































地域ＣＧＥ（応用一般均衡）モデルによる分析」JCER Discussion Paper 131
 舘、落合（2011）「原子力発電全停止による地域・産業別影響の試算―火力代替可能な中部・










































































































































































































 1990年代には、OECD 等の文書でも、knowledge-based economyの用
語が使われ始め、R&D等の無形資産の重要性を指摘
NBER/CRIW (Conference on Research in Income and Wealth), 
Measuring Capital in the New Economy, April 2002
- Barbara M. Fraumeni and Sumiye Okubo, 
R&D in the National Income and Product Accounts: 
A First Look at its impact on GDP
- Carol Corrado, Charles Hulten and Daniel Sichel, 


































































































































(10億㌦) GDP % GDP % GDP % GDP %
1960 526.4 536.1 1.8 537.4 2.1 537.8 2.2 538 2.2
1970 1,038.50 1,064.40 2.5 1,068.60 2.9 1,067.10 2.8 1,069.00 2.9
1980 2,789.50 2,852.50 2.3 2,859.30 2.5 2,856.00 2.4 2,857.50 2.4
1990 5,803.10 5,943.70 2.4 5,963.30 2.8 5,961.60 2.7 5,961.90 2.7
2002 10,469.60 10,733.60 2.5 10,751.50 2.7 10,743.50 2.6 10,747.30 2.7
59-02平均 2.3 2.6 2.6 2.6
（備考）％欄は現行方式GDPからの乖離率
R&D資本化後のGDP






























“BEA’s 2006 Research and Development Satellite Account: Preliminary Estimates of R&D for 






















































Final consumption expenditure 最終消費支出 1,005,141 3.2
General government 政府消費支出 248,997 2.5
Household 家計消費支出 756,144 3.4
Total gross fixed capital formation 総固定資本形成 371,420 4.1
Private gross fixed capital formation 民間総固定資本形成 288,752 4.1
Dwellings 住宅 73,031 2.8
Ownership transfer costs 登記移転費用 17,010 -15.5
Non-dwelling construction 構築物 84,263 10.1
Machinery and equipment 機械設備 77,917 3.6
Cultivated biological resources 育成資産 3,372 6.5
Intellectual property products 知的財産 33,159 5.1
Research and development 研究開発 14,880 3.1
Mineral and petroleum exploration 鉱物探査 6,210 4.1
Computer software ソフトウェア 10,490 7.6
Artistic originals 芸術作品の原本 1,579 10.3
Public gross fixed capital formation 公的総固定資本形成 82,668 3.8
Public corporations 公的企業 24,623 -4.6
Commonwealth 中央 1,869 17.9
State and local 地方 22,754 -6.1
General government 一般政府 58,045 7.8
National-defence 中央－国防 7,929 16.7
National-non-defence 中央－非国防 9,806 17.2
State and local 地方 40,311 4.1
Change in inventories 在庫品増加 5,465 --
Exports of goods and services 輸出 297,507 0.4
less Imports of goods and services 輸入（控除） 276,631 10.4
Statistical discrepancies 統計上の不突合 -1,733 --












































民間 公的企業 一般政府 合計 （期首） （期末）
住宅 73,031 778 910 74,719 1,489,176 1,567,061 35,669 2.4
登記移転費用 17,010 0 0 17,010 200,121 201,714 20,414 10.2
構築物 84,263 19,868 35,216 139,347 1,616,205 1,727,094 60,589 3.7
機械設備 77,917 3,256 8,951 90,124 553,521 552,256 65,338 11.8
兵器 0 0 5,675 5,675 24,443 24,187 2,057 8.4
育成資産 3,372 0 0 3,372 17,854 17,662 2,943 16.5
知的財産 33,159 721 7,294 41,174 170,027 182,481 30,285 17.8
 研究開発 14,880 18,564 78,506 83,518 14,412 18.4
 鉱物探査 6,210 6,210 47,779 53,641 3,116 6.5
 ソフトウェア 10,490 13,932 40,705 41,612 10,852 26.7
 芸術作品の原本 1,579 2,468 3,037 3,710 1,905 62.7













（参）産業連関：Supply and Use Table（１）
供給表（Supply Table） 2007/08年度 （単位：100万豪ドル）
研究等: Professional, Scientific and Technical Services 
（科学研究、検査、設計、法務・会計、市場調査、広告、経営コンサル等）
SE: Computer Systems Design and Related Services
ｻｰﾋﾞｽ：商業、金融、不動産、運輸、通信、公益事業、公務、サービス業
農林水 鉱業 製造 建設 研究等 SE ｻｰﾋﾞｽ
農林水 58,909 0 0 0 0 0 39
鉱業 0 131,420 0 0 0 0 189
製造 276 7 360,179 0 0 0 16,342
建設 326 1,561 1,059 264,733 0 0 9,291
研究等 105 4,256 4,283 5,625 117,382 963 5,583
SE 0 29 57 4 123 28,443 2,338












































（参）産業連関：Supply and Use Table（２）
需要表（Use Table） 2007/08年度 （単位：100万豪ドル）
農林水 鉱業 製造 建設 研究等 SE ｻｰﾋﾞｽ 消費 投資 在庫 輸出
農林水 10,990 39 25,813 374 49 5 4,369 7,255 2,339 1,041 7,857
鉱業 31 13,054 57,750 573 52 7 9,519 872 5,496 1,543 69,700
製造 8,784 13,565 104,458 49,505 3,793 1,068 104,404 112,624 73,696 2,584 85,196
建設 719 4,539 1,496 71,747 118 16 18,641 3,242 176,445 0 33
研究等 1,755 4,360 9,368 14,997 22,340 4,083 49,698 6,443 22,840 0 6,555
SE 10 48 570 135 2,773 2,397 13,516 18 11,439 0 833
ｻｰﾋﾞｽ 11,316 17,673 67,179 56,327 35,265 5,057 347,722 661,394 35,901 709 46,704













































































































































































































































































































       tttt CYC   1                     (1) 
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一般的な方程式：F( y(−maxlag),L, y(−1), y, y(1),L, y(maxlead), x) = 0
⇨モデルを解く場合、過去と将来の双方の内生変数が必要であるので、一つの経路で
回帰的（recursively）に解くことは不可能である。


































































• Eviews … もっともポピュラー
• TSP … 定番ソフト、Eviewsに押され気味
• RATS … 時系列に強い
• TROLL … 内閣府、日銀、高価




























































































































Deutsche Bank Research “The demographic challenge: Simulations with 






































































































































































































































































































































































































































Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc.

















欧州共同体設立条約（Treaty on European Union and of the Treaty 
establishing the European Community）第163条～第173条
出典：「研究開発政策 －新リスボン戦略とFP7－」（国立国会図書館調査及び立法考査局『拡大
EU：機構・政策・課題：総合調査報告書』） 2007








出典：「European Integration Process in the New Regional and Global Settings」Ewa Latoszek, 



























































































出典：EUROPEAN COMMISSION“FP7 Socio-economic Sciences and Humanities Indicative 












































• DEMETER（Development of Methods and Tools for Evaluation of Research）プロ
ジェクトは、EUが実施するFP7で資金提供を受けたプロジェクトである。
• 本プロジェクトにおいて開発を進めているNEMESIS(New Econometric Model of 















































































 ”R&D EFFORT DURING THE CRISIS 
AND BEYOND: SOME INSIGHTS 
PROVIDED BY THE NEMESIS 
MODEL SIMULATIONS”(Arnaud 
Fougeyrollas, Pierre Haddad, Boris 



















































Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc.
 







出所：“NEMESIS Reference Manual Part 1”, ERASME, 2010








出所：“NEMESIS Reference Manual”, ERASME, 2010



























































※NEMESIS Reference Manual より整理
























































※NEMESIS Reference Manual より整理





































































※NEMESIS Reference Manual より整理
イノベーション・インデックスの定式化
























































出所：I. Bracke and E. Meyermans. Specification and estimation of an allocation system for private
consumption in Europe. Working-Paper 3-97, Federal Planning Bureau, Belgium., 1997
※NEMESIS Reference Manual より整理
































































対象者 ・ Daniel DEYBE, Policy Officer, Directorate-General for Research
・ Henri DELANGHE, Policy Analyst, Directorate-General for Research




（2）Dr. Luc Soete （DEMETERプロジェクトにおける研究担当者）
対象者 ・ Luc Soete, Rector Rector Magnificus Professor of International Economic Relations at the School of Business and 
Economics, Maastricht University and director of UNU-MERI
参加者 NISTEP藤田総括上席研究官、柿崎主任研究官、松本客員研究官、MRI 藤井
目的 ・ Luc Soete教授はDEMETERプロジェクトにおける研究担当者の一人であり、イノベーション研究分野で著名な人物である
・ NEMESISモデルの学界内でのコンセンサス形成状況やEUの政策への適用に向けた方策等について情報収集すること
を目的にヒアリング調査を実施した。
（3）Centre Recherche SA Laboratoire Erasme（DEMETERプロジェクトのコーディネーター機関）
対象者 ・ Paul ZAGAME, Project coordinator, Centre Recherche SA Laboratoire Erasme
・ Arnaud FOUGEYROLLAS, Researcher, Centre Recherche SA Laboratoire Erasme他4名
参加者 NISTEP赤池客員研究官、有賀客員研究官、藤田総括上席研究官、柿崎主任研究官、松本客員研究官 MRI 藤井
目的 ・ 当該機関はDEMETERプロジェクトのコーディネーター機関であり、かつNEMESISモデルの開発主体である。
・ NEMESISモデルの詳細な内容や課題点等に関して情報収集を行うことを目的にヒアリング調査を実施した。










































































































































 ECECOFIN（Economic and Financial Affairs Council ）などの組織にはNEMESISモデルに対し
て批判的な目をもつ人もいる。
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